
LIFEの活用等が要件として含まれる加算一覧 (施設・サービス別 ) 皿

科学的介護
推進加算
(1)
科学的介護
推進加算
(I)

個別機能訓
練加算 (I)

AD酷持等
加算 (I)
AD酷持等
加算 (工 )

リハビリテー

ションマネジ
メント計画書
情報加算

理学療法、
作業療法及
び言語聴覚
療法に係る
加算

褥倉マネジ
メント加算
(I)
褥病マネジ
メント加算
(江 )

悟病対策指
導管理 (I)

俳せつ支援
加算 (1)
1井せつ支援
加算 (Ⅱ )

沸せつ支援
崩口算 (Ⅲ )

自立支援促
追加算

かかりつけ
医連携薬剤
調整加算

薬剤管理指
導

栄養マネジ
メント強化加
算

口腔衛生管
(Ⅱ )

福祉施設 O O O O O O O O

人福祉施設入所者生活介護 O O ○ O O O O O

保健施設 O O O O O O O O

O O O O O O O O

科学的介護推進
加算

個別機能訓練加

算 (■ )

AD雖持等加算
(I)

ADL維持等加算
(工 )

リハビリテーション
マネジメント加算
(A)ロ

リハビリテーション
マネジメント加算
(B)口

褥癒マネジメント
加算 (I)
褥着マネジメント
カ田算 (Ⅱ )

排せつ支援加算
(I)

排せつ支援加算
(江 )

排せつ支援加算

(Ⅲ )

栄養アセスメント
加算

口腔機能向上加

算 (Ⅱ )

O O O O O

地域密着型通所介護 O O O O O

認知症対応型通所介護 (予防含む) O O O
(予防を除く)

O O

特定施設入居者生活介護 (予防含む) O O
O

(予防を除く)

地域密着型特定施設入居者生活介護 O O O

認知症対応型共同生活介護 (予防を含む) O

小規模多機能型居宅介護 (予防含む) O

看護小規模多機能型居宅介護 〇 O O O O

通所リハビリテーション(予防含む) O O
(予防を除く)

O O

訪問リハビリテーション O
(予防を除く)
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本資料は改定事項の概要をお示しするものであり、算定要件等は主なものを掲載しています。
詳細については、関連の告示等を御確認ください。



2.(3)⑫ 介護医療院の薬剤管理指導の見直し

【介護医療院】概要

介護医療
出とフィー

院の薬剤管理指導について、介護の質の向上に係る取組を一層推進する観点から、CHASEへのデータ提
ドバックの活用によるPDCAサイクルの推進 。ケアの向上を図ることを新たに評価する。 【告示改正】

単位数

<チ見行 >
薬剤管理指導 350単位/回 (週1回、月4回 まで)

<改定後 >
変更なし
20単位/月 (新設)
※ 1月 の最初の算定時に加算

⇒

算定要件等

次に掲げる要件を満たす場合、同月の最初の薬剤管理指導算定時に限り加算。
入所者の服薬情報等を厚生労働省に提出し、処方に当たって、当該情報その他薬物療法の適切かつ有効な実施
のために必要な情報を活用していること
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3。 (1 )② リハビリテーションマネジメント加算の見直し①
【訪問リハビリテーション★、通所リハビリテーション★】概要

自立支援・重度化防止に向けた更なる質の高い取組を促す観点から、 リハビリテーションマネジメント加算につ
いて以下の見直しを行う。
・ 報酬体系の簡素化と事務負担軽減の観点から、 リハビリテーションマネジメント加算 (I)及び介護予防のリ
ハビリテーションマネジメント加算は廃止し、同加算の算定要件は基本報酬の算定要件とし、基本報酬で評価を
行う。 【告示改正】
・ 訪問リハビリテーションと通所リハビリテーションの評価の整合性を図る観点から、 リハビリテーションマネ
ジメント加算 (H)及び (|||)の評価の見直しを行う。 【告示改正】
・ リハビリテーションマネジメント加算 (Ⅳ)を廃止。定期的なリハビリテーション会議によるリハビリテー
ション計画の見直しが要件とされるリハビリテーションマネジメント加算 (H)。 (III)において、事業所が
CHASE・ VISITヘデータを提出しフィードバックを受けPDCAサイクルを推進することを評価する。 【告示改正】
。 CHASE・ VISITへ の入力負担の軽減やフィードバックにより適するデータを優先的に収集する観点から、リハ
ビリテーション計画書の項目について、データ提供する場合の必須項目と任意項目を設定する。 【通知改正】
。 リハビリテーションマネジメント加算の算定要件の一つである「定期的な会議の開催」について、利用者の了
解を得た上で、テレビ会議等の対面を伴わない方法により開催することを可能とする。 【通知改正】
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3。 (1)② リハビリテーションマネジメント方|算の見直し②

単位数

【訪間リハビリテーション】

<チ見行 >

リハビリテーションマネジメント加算 (I)230単位/月

リハビリテーションマネジメント加算 (II)280単位/月 →

<改定後 >

廃止
リハビリテーションマネジメントカロ算 (A)イ

180単位/月
リハビリテーションマネジメント加算 (A)口

213単位/月 (新設)

⇒

リハビリテーションマネジメントカ日算 (III) 320単位/月   ⇒

リハビリテーションマネジメント加算 (IV)笠0単位/月   ⇒   廃止 (加算 (B)口 に組み替え)

(介護予防)
リハビリテーションマネジメント加算 230単位/月 ⇒ 廃止

リハビリテーションマネジメントカロ算 (B)イ
450単位/月

リハビリテーションマネジメント加算 (B)口
483単位/月
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3.(1)② リハビリテーションマネジメント方|算の見直し③
単位数

【通所リハビリテーション】
<チ見行 >
リハビリテーションマネジメント加算 (I)330単位/月  ⇒

リハビリテーションマネジメント加算 (H)
同意日の属する月から6月以内 850単位/月    ⇒
同意日の属する月から6月超  530単位/月

<改定後 >
廃止

リハビリテーションマネジメントカロ算
同意日の属する月から6月以内
同意日の属する月から6月超

リハビリテーションマネジメントカ日算
同意日の属する月から6月以内

同意日の属する月から6月超

⇒

リハビリテーションマネジメント加算
同意日の属する月から6月以内

同意日の属する月から6月超
リハビリテーションマネジメントカロ算
同意日の属する月から6月以内

同意日の属する月から6月超

→ 廃止 (加算 (B)口 に組み替え)

→ 廃止

(A)イ
560単位/月
ノЮ嘩鞘L/月
lA)口 G折語つ
593単位/月
273単位/月

(B)イ
830単位/月
510単位/月
(B)口
863単位/月
5喝単位/月

リハビリテーションマネジメント加算 (III)
同意日の属する月から6月以内 1,120単位/月
同意日の属する月から6月超  800単位/月

リハビリテーションマネジメントカロ算 (IV)
同意日の属する月から6月以内 1,盟0単位/月
同意日の属する月から6月超  900単位/月

(3月 に1回を囮

(介護予[方)
リハビリテーションマネジメント加算 330単位/月

6



3。 (1)② リハビリテーションマネジメント加算の見直し④

算定要件等

【訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション】
○リハビリテーションマネジメント加算の要件について
<リ ハビリテーション加算 (A)イ >
。現行のリハビリテーション加算 (H)と 同要件を設定
<リ ハビリテーションマネジメント加算 (A)口 >
・リハビリテーション加算 (A)イ の要件に加え、利用者毎のリハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生
労働省に提出し、 リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な
実施のために必要な情報を活用していること。
<リ ハビリテーションマネジメント加算 (B)イ >
。現行のリハビリテーションマネジメント加算 (III)と 同要件を設定
<リ ハビリテーションマネジメント加算 (B)口 >
。現行のリハビリテーションマネジメント加算 (Ⅳ)と 同要件を設定

CHASE・ VISITへ のデータ提供の内容について
CHASE・ VISITへ の入力負担の軽減及びフィードバックにより適するデータを優先的に収集する観点から、
リハビリテーション計画書の項目について、データ提出する場合の必須項目と任意項目を設定。

リハビリテーション会議の開催について

リハビリテーションマネジメント加算の算定要件の一つである「定期的な会議の開催」について、利用者の

了解を得た上で、テレビ会議等の対面を伴わない方法により開催することを可能とする。
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訪問。通所リハビリテーションにおけるリハビリテーシヨンマネジメント加算の見直しイメージ

算
定
要
件

<現行>

【リハビリテーション会議】
会議を開催し、利用者の状況等を構成員と共有。会議内容を記録 → 改定により、iCT等での参加を可能に

II          II
【リハビリテーション計画】

・進 !′ノキ状況を定期的に評価 し、必要に応じ見直 しを実施

加算 (B)イ カロ算 (B)ロ加算 (A)イ カロ算 (A)ロ

カロ算 (■ ) 加算 (Ⅲ )

医師がリハビリテーションの詳細な指示を実施。指示の内容を記録

【医師の指示】

【情報連携】
PT、 OT又はSTが、ケアマネを通じ、他の事業所に、介護の工夫等の情鞭を伝達

廃止

基本報酬の要件化

(赤枠部分 ) 〔 〕
廃止

力日算 (B)口 に
組み替え

・PT、 OT又はSTが不可用者等に説
明・同意を得る。医師へ報告

医師が利用者等に説明・同意を得る

な し

リハビリテーション計画の

国への提出 &フ ィー ドバック

あ り な し

リハビリテーション計画の

国への提出 &フ ィー ドバック

国への提出 &フ ィー ドバック

8
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3.(1 )③ リハビリテーションマネジメント等の見直し

【介護老人保健施設、介護医療院】概要

護老人保健施設 (リ ハビリテーションマネジメント)及び介護医療院 (特別診療費 (理学療法・作業療法・言語聴覚療
法)について、自立支援・重度化防止に向けた更なる質の高い取組を促す観点から、訪問リハビリテーション等と
同様に、CHASE・ ⅥSITヘ リハビリテーションのデータを提出しフィードバックを受けてPDCAサイクルを推進す
ることを評価する新たな加算を創設する。 【告示改正】

介

単位数

<改定後 >
リハビリテーションマネジメント計画書情報加算 (老健)
理学療法、作業療法又は言語聴覚療法に係る加算 (医療院)

33単位/月 (新設)
33単位/月 (新設)

⇒

<チ見行 >
なし

算定要件等

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同し、リハビリテーション実施計画を入所者又はその家族等
に説明し、継続的にリハビリテーションの質を管理していること。
入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に
当たって、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。
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3.(1)③ 通所介護における個別機能訓練加算の見直し
【通所介護、地域密着型通所介護】概要

通所介護・地域密着型通所介護における個別機能訓練加算について、より利用者の自立支援等に資する個別機能訓
練の提供を促進する観点から、加算の取得状況や加算を取得した事業所の機能訓練の実施状況等を踏まえ、従来の個
別機能訓練加算 (I)と個別機能訓練加算 (H)を統合し、人員配置基準等算定要件の見直しを行う。 【告示改正】

単位数

<チ見イ子>
個別機能訓練加算
個別機能訓練加算

<改定後 >
個別機能訓練加算
イ固月」機能司|1練加算
個別機能訓練加算

イ 56単位/日
口 85単 位 /日     ※ィと口は併算定不可

20単位/月 (新設)※加算 (|)に上乗せして算定

⇒46単位/日
56単位/日

算定要件等

通所介護・地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導員等が、利用者の居宅を訪問し、ニーズを把握するとともに、居宅での生三―パ把握・

情報収集 滴状況をれ経認。

機能訓練指導員の

配置

※人員欠如減算・定員超過減算を算定している場合は、個別機能訓練加算を算定しない。
※イは運営基準上配置を求めている機能訓練指導員により満たすこととして差し支えない。日はイに加えて専従で1名以上配置する。

(I)イ (1)回専従 1名以上配置
(配置時間の定めなし)

専従 1名以上配置
(サービス提供時間帯通じて配置 )

計画作成 居宅訪問で把握したニーズと居宅での生活状況を参考に、多職種共同でアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成。

機能副I練項目 利用者の心身の状況に応じて、身体機能及び生活機能の向上を目的とする機能訓練項目を柔軟に設定。

訓練項目は複数種類準備し、その選択に当たつては利用者の生活意欲が曽進されるよう利用者を援助する。

訓練の対象者 5人程度以下の小集団又はイ固別

訓練の実施者 機能訓練指導員が直接実施 (介護職員等が訓練の補助を行うことは妨眈 い)

進捗状況の評価 3ヶ月に1回以上実施し、利用者の居宅を訪問した上で、居宅での生活状況を確認するとともに、当該利用者叉 (よその家族に対
して個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて1回別機能訓練計画の見直し等を行う。

に 、 フィー ハ ッ< > え の て い へ の フイー ハ の 10



3。 (1)⑫ 介護付きホームにおける個別機能訓練加算の見直し
【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護】概要

地域密着型)特定施設入居者生活介護 (予防合む)における個別機能訓練加算について、より利用者の自立支援等
に資する個別機能訓練の提供を促進する観点から、CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用による更なる
PDCAサイクルの推進 。ケアの向上を図ることを評価する新たな区分を設ける。 【告示改正】

○ (

単位数

<チ見行 >
個別機能訓練加算 12単位/日

<改定後 >
個別機能訓練加算 (I)
個別機能訓練加算 (H)
※ (1)と (H)は併算可。

⇒ 12単位/日
20単位/月 (新設)

算定要件等

個別機能訓練加算 (I)を算定している利用者について、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出
し、機能訓練の実施に当たって当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用すること。

<イ固月」オ幾台ヒヨ1常床カロと専 (H)>
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3。 (1)⑬ 特別養護老人ホームにおける個別機能訓練加算の見直し
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】概要

(地域密着型)介護老人福祉施設にお
能訓練の提供を促進する観点から、CHA
の推進・ケアの向上を図ることを評価す

ける個別機能訓練加算について、より利用者の自立支援等に資する個別機
SEへのデータ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクル
る新たな区分を設ける。 【告示改正】

単位数

<チ見行 >
個別機能訓練加算 12単位/日

<改定後 >
個別機能訓練加算 (I)
個別機能訓練加算 (H)
※ (|)と (H)は併算可。

→ 12単位/日
20単位/月 (新設)

算定要件等

○ 個別機能訓練加算 (I)を算定している入所者について、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出
し、機能訓練の実施に当たって当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用すること。

<イ固月」オ幾含ヒ勃1甘床カロ算 (H)>
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3.(1 )⑭ 施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

概要

施設系
に充実さ
置期間を
行うこと

サービスにおいて回腔衛生管理体制を確保するよう促すとともに、状態に応じた丁寧な口腔衛生管理を更
せるため、口腔衛生管理体制加算を廃上し、同加算の算定要件の取組を二定緩和した上で、 3年の経過措
設け、基本サービスとして、国腔衛生の管理体制を整備し、入所者ごとの状態に応じた口腔衛生の管理を
を求める。 【省令改正、告示改正】

○ 口腔衛生管理加算について、CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクルの推
進・ケアの向上を図ることを評価する新たな区分を設ける。 【告示改正】

単位数

<チ見行 >
口腔衛生管理体制加算
口腔衛生管理加算

<改定後 >
廃止
口腔衛生管理加算 (|)90単位/月 (現行の口腔衛生管理加算と同じ)
口腔衛生管理加算 (H)110単位/月 (新設)

30単位/月  ⇒
90単位/月  ⇒

基準・算定要件

<運営基準 (省令)>(※ 3年の経過措置期間を設ける)
。 「入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備
し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない」ことを規定。
※  「計画的に」とは、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する国腔衛生に係る
技術的助言及び指導を年2回以上実施することとする。

<口腔衛生管理加算 (H)>
・ 加算 (|)の要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生等の管理
の実施に当たって、当該情報その他口月空衛生等の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 (一部除く)、 介護医療

<運営基準等における対応 > 〈口腔衛生等の管理に係る計画〉

指示
→ 技術的助言・指導

(年 2回以上)

日常的な国腔ケアの提供

介護職員
恩
【介護保険施設】

入所者

歯科医師   歯 士 13



3。 (1)⑮ 施設系サービスにおける栄養ケア・マネジメントの充実
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 (一部除く)、 介護医療概要

介護保険
しを行う。

設における栄養ケア・マネジメントの取組を一層強化する観点から、栄養マネジメント加算等の見直
省令改正、告示改正】【

単位数

栄養ケア・マネジメントの未実施 M単位/日減算 (新詢
(3年の的 間を設ける)

栄養マネジメント強化加算  11単位/日 (新設)
廃止
変更なし

⇒

　

　

⇒

⇒

⇒

<チ見行 >
栄養マネジメン ト加算  14単位/日

なし
低栄養リスク改善加算
経口維持加算

300単位/月
400単位/月

<改定後 >
廃止

基準・算定要件等
<運営基準 (省令)>

(現行)栄養士を 1以上配置 →  (改定後)栄養士又は管理栄養士を 1以上配置。
栄養マネジメント加算の要件を包括化することを踏まえ、「入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した
日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない」ことを規
定。 (3年の経過措置期間を設ける)
<栄養マネジメント強化加算 >
○ 管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を50(施設に常勤栄養士を 1人以上配置し、給食管理を行っている場合
は70)で除して得た数以上配置すること
低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成した、栄養ケア計画に従
い、食事の観察 (ミ ールラウンド)を週 3回以上行い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整等を
実施すること
○ 低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場合は、早期に対応すること
○ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他継
続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。
<経口維持加算 >
○ 原則 6月 とする算定期間の要件を廃止する



3.(1 )⑦ 通所系サービス等における口腔機能向上の取組の充実
【通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリ
護、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生

テーション★、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介
活介護★】

概要

通所・居住系等のサービスについ

機能低下の重症化等の予防、維持、
る加算を創設する。その際、栄養ス
ロ月空機能向上加算について、CHA
アの向上を図ることを評価する新た

て、利用者の回腔機能低下を早期に確認し、適切な管理等を行うことにより、口腔
回復等につなげる観点から、介護職員等が実施可能な国腔スクリーニングを評価す
クリーニング加算による取組・評価と一体的に行う。 【告示改正】
SEへのデータ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクルの推進 。ケ
な区分を設ける。 【告示改正】

単位数

<改定後 >
口腔・栄養スクリーニング加算 (1)20単位/
口腔・栄養スクリーニング加算 (H)5単位/
口腔機能向上加算 (I) 150単位/回 (現行の回腔機能向上カロ算と同様)
口腔機能向上加算 (H) 160単位/回 (新設)(※原貝U3月以内、月2回を限度)
(※ (I)と (‖ )は併算定不可)

⇒

⇒口腔機能向上加算  150単位/回

<チ見イ子>
栄養スクリーニング加算 5単位/ (新設)

(新言費) (※ 6月に1回を限度)

算定要件等

介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及び利用中6月 ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養状態について
確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること (※栄養アセスメントカロ算、栄養改善加算及び回
腔機能向上加算との併算定不可)

○ 利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、日腔の健康状態と栄養状態のいずれかの
門員 に擬!つ美していること (※栄養アセスメント加算、栄養改善加算又は口腔機能

向上加算を算定しており加算 (I)を 算定できない場合にのみ算定可能)
<口腔機能向上加算 (H)>
○ 口腔機能向上加算 (|)の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上
サービスの実施にあたって当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

盈こと

確認
を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専

<口腔・栄養スクリーニング加算 (H)>

<口腔・栄養スクリーニング加算 (|)>



3。 (1)CD 通所系サービス等における栄養ケア・マネジメントの充実

【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリテーション★、看護小規模多機能型居宅介護】概要

通所系サービス等について、栄養改善が必要な者を的確に把握し、適切なサービスにつなげていく観点から、見
直しを行う。 【告示改正、通知改正】

単位数

※ 通所系サービスに加え看護小規模多機能型居宅介護も対象とする

50単位/月 (新設)⇒

⇒栄養改善加算 150単位/回 栄養改善加算 200単位/回  (※原貝」3月以内、月2回を限度)

<チ見行 >
な し

<改定後 >
栄養アセスメント加算

算定要件等

<栄養アセスメントカロ算> ※口腔。栄養スクリーニング加算 (I)及び栄養改善加算との併算定は不可
当該事業所の従業者として又は外部 (※)と の連携により管理栄養士を 1名以上配署Lしていること

利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して栄養アセスメント
を実施 し、当該利用者又はその家族に対 してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応すること

利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理
の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用 していること。
※ 他の介護事業所、医療機関、介護保険施設、日本栄養士会や都道府県栄養士会が設置。運営する「栄養ケア・ステーショ
ン」。ただし、介護保険施設については、常勤で1以上又は栄養マネジメント強化加算の算定要件の数を超えて管理栄養士を
配置している施設に限る。

栄養改善サービスの提供に当たって、必要に応じ居宅を訪問することを新たに求める。

<栄養改善加算 >

16



3.(2)(D CHASE・ⅥSIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
■

日

概要

○ 介護サービスの質の評価と科学的介護の取組を推進し、介護サービスの質の向上を図る観点から、以下の見直し
を行う。
ア 施設系サービス、通所系サービス、居住系サービス、多機能系サービスについて、CHASEの収集項目の各領
域 (総論 (ADL)、 栄養、口腔・味下、認知症)について、事業所の全ての利用者に係るデータを横断的にCHASEに
提出してフィードバックを受け、それに基づき事業所の特性やケアの在り方等を検証し、利用者のケアプラン
や計画への反映、事業所単位でのPDCAサイクルの推進 。ケアの質の向上の取組を評価する加算を創設する。
その際、詳細な既往歴や服薬情報、家族の情報等より精度の高いフィードバックを受けることができる項目を
提出・活用した場合には、更なる評価を行う区分を設定する。 【告示改正】
※ 提出・活用するデータについては、サービスごとの特性や事業所の入力負担等を勘案した項目を設定。
イ CHASEの収集項目に関連する加算等において、利用者ごとの計画書の作成とそれに基づくPDCAサイクルの
取組に加えて、データ提出とフィードバックの活用による更なるPDCAサイクルの推進・ケアの質の向上を図る
ことを評価・推進する。 【告示改正】

※ 認知症対応型通所介護について記載。このほか、通所介護や特別養護老人ホーム等の個別機能訓練加算に
おける新たな区分の創設や、リハビリ、栄養関係の加算における要件化を実施。

ウ 介護関連データの収集・活用及びPDCAサ イクルによる科学的介護を推進していく観点から、全てのサービス
(居宅介護支援を除く)について、 CHASE・ ⅥSITを活用した計画の作成や事業所単位でのPDCAサイクルの推進、
ケアの質の向上の取組を推奨する。居宅介護支援については 」 のデータ及びフィードバック情報のケ
アマネジメントヘの活用を推奨する。 【省令改正】

【全サービス★】

※ 令和 3年度から、CHASE・ VISITを一体的に運用するにあたつて、科学的介護の理解と浸透を図る観点から、以下の統一した
名称を用いる予定。

科学的介護情報システム  位ong―term care ttnfOrmatton system ttor Evidence,LIFE ライフ)
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3。 (2)① CHASE・ⅥSIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進②
単位数 (ア ロイ)

(釜環竃琶会橿引岳農蟄1鯵ま曇曽塁介型肇経力嵯:に華謝1人福祉施設入所者生活介護は50単位/月 )

科学的介護推進体制加算   40単 位 (新設 )

⇒

→

行
サ
現
系
し

く
訊収
オ
一

施
ア

・

>
―ビス

・通
顧否
・居住系・多機能系サービス

懲鞭難V稼鞘岳々 |IⅢ 乙るミ4影見解詔異ヤ同じ)
<改定後 >

※ (|)。 (||)は併算定可。

イ

婦質 ⇒

応型
訓練

介護
27単位/日

認婦羅編
個別機能

算定要件等 (ア・イ)

ア < 科学
加算
的介護推進体制加算 >
の対象は以下とする。
施設系サービス 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院

通所系
多機能

・居住系・

系サービス

通所介護、通所リハビリテーション (※ )、 認知症対応型通所介護 (※ )
特定施設入居者生活介護 (※)、 地域密着型特定施設入居者生活介護、
小規模多機能型居宅介護 (※ )、 看護小規模多機能型居宅介護

、地域密着型通所介護、
認知症対応型共同生活介護 (※)、
×予防サービスを含む

○

|そ謹鴇石秩境翠桑異催睾会函薦争,2?管理露后磐た装

穿輩す警球霧畢評軽ヅ搬禦な萎路の情報その他サービスを適切かつ
(11)(謎羹撃垂莞契著辛燿蓑紬舎憂素にち旨キ慕め娼易球菅啓銹献霙島肉完蒜紀塚要家層祭薯毘蔦七握壊̀に当たって、当該情報マ

算
算
施

加
加
実

練
練
の

訓
訓
練

能
能
訓

機
機
能

別
別
機

個
個
＜イ
○
！し〈
口

8



3.(2)① CHASE・ⅥSIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進③
基準 (ウ )

サービス毎に、以下を規定。 (訪問介護の例)
指定訪問介護事業者は、指定訪問介護を提供するに
連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に

つては、法第百十八条の二第一項に規定する介護保険等関
しなければならない。

<運営基準 (省令)>

た
施
当
実

機能訓練

総論 (A肌鉾 )

:)ハ LfIJ その他
栄養 口腔【全体像】

1

施
設
単
位

施
設
系
サ
ー
ビ
ス

′

ヽ

Ｂ
日
日
Ｂ
Ｂ
”

“
‥

ヽ

日

日

日

日

、

ヽ

日

日

Ｂ

日

日

′

居
住
系
サ
ー
ビ
ス

多
機
能
系
サ
ー
ビ
ス

通
所
系
サ
ー
ビ
ス

夢
業
所
単
位

ヽ

認知症

サ
ー
ビ
ス
単
位

()() いたPDCAサイク′

●リハビリ
テーション

●縛楚管理
●排せつ支援加算
●寝たきリラ防・ 重度化
防止のためのマネヅメント
●薬剤管理

養
理
栄
管
● 0□腔

管理

(※ )利用者単位の個別領域のデータを用いたPDCAサイクル推進を評価

サ イ

サ
ー
ビ
ス
単
位

0リハピリ
テーション
マネシ
・
メンM8算

●栄養
管理

0□腔
管理

(※ 加算等による評価の有無に関わらす、すべてのサービスにおいてCHASEによるデータの利活用を進める。 )
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3.(2)④ ADL維持等加算の見直し①
【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護老人福

密着型介護老人福祉施設入所者生概要

ADL維持等加算について、自立支援 。重度化防止に向けた取組を一層推進する観点から、以下の見直しを行う。
【告示改正】
通所介護に加えて、認知症対応型通所介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、
介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を対象とする。

クリームスキミングを防止する観点や、現状の取得状況や課題を踏まえ、算定要件について、以下の見直しを
イ子う。
- 5時間以上が 5時間未満の算定回数を上回る利用者の総数を20名以上とする条件について、利用時間の要件を
廃止するとともに、利用者の総数の要件を10名以上に緩和する。
一 評価対象期間の最初の月における要介護度 3～ 5の利用者が15%以上、初回の要介護認定月から起算して12月
以内の者が15%以下とする要件を廃止。
― 初月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を加えて得たADL利得 (調整済ADL利得)の平均が 1以上の
場合に算定可能とする。
一 CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用によるPDCAサ イクルの推進 。ケアの向上を図ることを求める。
※ ADL利 得の提出率を 9割以上としていた要件について、評価可能な者について原則全員の ADL利得を提出を求めつつ、調整済ADL利得の
上位及び下位それぞれ 1割の者をその平均の計算から除外する。また、 リハビリテーションサービスを併用している者については、加算取得
事業者がリハビリテーションサービスの提供事業者と連携して機能訓練を実施している場合に限り、調整済ADL利得の計算の対象にする。
※ 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護において、利用者の調整
済ADL利得を算出する場合は、さらに一定の値を付加するものとする。

より自立支援等に効果的な取組を行い、利用者のADLを 良好に維持・改善する事業者を高く評価する新たな区
分を設ける。

十   !どLL 黙

<チ見行 >
ADL維 持等加算(I)3単 位/月
ADL維 持等加算(II)6単位/月

<改定後 >
ADL維持等加算(I)30単位/月  (新設)
ADL維持等加算(II)60単位/月  (新設)
※ (|)・ (||)は併算定不可。現行算定している事業所等に対する経過措置を設定。

⇒



3。 (2)④ ADL維持等加算の見直し②

算定要件等

<ADL維持等加算(I)>
○ 以下の要件を満たすこと
イ 利用者等(当該施設等の評価対象利用期間が6月 を超える者)の総数が10人以上であること。
口 利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して6月 日 (6月 日にサービスの利用がない場
合はサービスの利用があった最終月)において、Barthelindexを適切に評価できる者がADLイ直を測定し、測定
した日が属する月ごとに厚生労働省に提出していること。
ハ 利用開始月の翌月から起算して6月 日の月に測定したADL値から利用開始月に測定したADL値を控除し、
初月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を加えて得た値 (調整済ADL利得)について、利用者等から調
整済ADL利得の上位及び下位それぞれ 1割の者を除いた者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者等の調整
済ADL利得を平均して得た値が 1以上であること。

<ADL維持等加算(||)>
O ADL維持等加算(I)のイと口の要件を満たすこと。
○ 評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値が 2以上であること。
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3.(3)① 寝たきり予防・重度化防止のためのマネジメントの推進

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】概要

介護保険施設において、入所者の尊厳の保持、自立支援・重度化防止の推進、廃用や寝たきりの防止等の観点か
ら、医師の関与の下、リハビリテーション・機能訓練、介護等を行う取組を推進するため、
・ 定期的に全ての入所者に対する医学的評価と、それに基づくリハビリテーションや日々の過ごし方等について
のアセスメントを実施するとともに、
・ 介護支援専F日員やその他の介護職員が、日々の生活において適切なケアを実施するための計画を策定し、日々
のケア等を行う取組を評価する加算を創設する。 【告示改正】
その際、CHASEへ のデータ提出とフィードバックの活用によるPDCAサイクルの推進・ケアの向上を図ること
を求める。 【告示改正】

単位数

<チ見行 >
な し

<改定後 >
自立支援促進加算 300単位/月 (新設)⇒

算定要件等

医師が入所者ごとに、自立支援のために特に必要な医学的評価を入所時に行うとともに、少なくとも六月に一
、医学的評価の見直しを行い、自立支援に係る支援計画等の策定等に参加していること。
イの医学的評価の結果、特に自立支援のための対応が必要であるとされた者毎に、医師、看護師、介護職員、
介護支援専門員、その他の職種の者が共同して、自立支援に係る支援計画を策定し、支援計画に従ったケアを実
施していること。
ハ イの医学的評価に基づき、少なくとも二月に一回、入所者ごとに支援計画を見直していること。
三 イの医学的評価の結果等を厚生労働省に提出し、当該情報その他自立支援促進の適切かつ有効な実施のために
必要な情報を活用していること。

イ

口

以下の要件を満たすこと。
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3.(3)② 褥清マネジメント加算等の見直し①
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院、看護小規模多機能型居宅介護】概要

(介護医療院は褥塘対策指導管理)について、介護の質の向上に係る取組を一層推進する観点
う。 【告示改正】

計画の見直しを合めた施設の継続的な取組を評価する観点から、毎月の算定を可能とする (介護医療院を除く)。
現行の褥磨管理の取組 (プロセス)への評価に加え、褥湾の発生予防や状態改善等 (ァ ゥトヵム)について評価
を行う新たな区分を設ける。その際、褥塘の定義や評価指標について、統一的に評価することが可能なものを
用いる。
CHASEへ のデータ提出とフィー ドバックの活用によるPDCAサ イクルの推進・ケアの向上を図ることを求め
る。

○ 褥塘マネジメント加算
から、以下の見直しを行

単位数

※看護小規模多機能型居宅介護を対象に加える。
<チ見行 >
褥湾マネジメント加算 10単位/月
(3月 に 1回を限度とする)

⇒

<改定後 >
褥盾マネジメント加算 (I)3単位/月  (新設)
褥盾マネジメント加算 (H)13単位/月  (新設)

※ 加算 (|)(||)は併算不可。現行の加算を算定する事業所への経過措置を設定

<チ見行 >
褥猜対策指導管理 6単位/日 ⇒

<改定後 >
褥湾対策指導管理 (1)
褥猜対策指導管理 (H)
※ (I)(||)は併算可。

6単位/日 (現行と同じ)
10単位/月 (新設)
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3。 (3)② 褥宿マネジメント加算等の見直し②

算定要件等

<褥塘マネジメント加算 (|)>
以下の要件を満たすこと。
イ 入所者等ごとに褥塘の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時等に評価するとともに、少なくとも二月
に一回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、褥塘管理の実施に当たって当該情報等を活用し
ていること。
ロ イの評価の結果、褥塘が発生するリスクがあるとされた入所者等ごとに、医師、看護師、管理栄養士、介護
職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥塘管理に関する褥塘ケア計画を作成していること。
ハ 入所者等ごとの褥猜ケア計画に従い褥塘管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者等ごとの状態につ
いて定期的に記録していること。
ニ イの評価に基づき、少なくとも二月に一回、入所者等ごとに褥塘ケア計画を見直していること。

<褥塘マネジメント加算 (H)>
褥塘マネジメント加算 (I)の算定要件を満たしている施設等において、施設入所時等の評価の結果、褥猜が発
生するリスクがあるとされた入所者等について、褥塘の発生のないこと。

<褥塘対策指導管理 (H)>
○ 褥猜対策指導管理 (I)に係る基準を満たす介護医療院において、施設入所時の評価の結果、褥盾が発生するリ
スクがあるとされた入所者について、褥塘の発生のないこと。
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3.(3)(Э 排せつ支援加算の見直し①
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院、看護小規模多機能型居宅介護】概要

排せつ支援加算 (介護療養型医療施設を除く)について、介護の質の向上に

排せつ状態の改善が期待できる入所者等を漏れなく支援していく観点から、全ての入所者等に対して定期的な
評価 (スクリーニング)の実施を求め、事業所全体の取組として評価する。
継続的な取組を促進する観点から、 6か月以降も継続して算定可能とする。
入所者等全員に対する排せつ支援の取組 (プロセス)への評価に加え、排せつ状態の改善 (ア ウトカム)につい
て評価を行う新たな区分を設ける。その際、定義や指標について、統一的に評価することが可能なものを用い
る。
CHASEへのデータ提出とフィードバックの活用によるPDCAサ イクルの推進・ケアの向上を図ることを求め
る。

係る取組を一層推進する観点から、以
下の見直しを行う。 【告示改正】

単位数

※ 排せつ支援加算 (|)～ (|||)は併算不可。現行の加算を算定する事業所への経過措置を設定

※看護小規模多機能型居宅介護を対象に加える。

⇒

<チ見行 >
排せつ支援加算 100単位/月

<改定後 >
排せつ支援加算
排せつ支援加算
排せつ支援加算

10単位/月
15単位/月
20単位/月

(新設)
(新設)
(新設)
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3。 (3)③ 排せつ支援加算の見直し②

算定要件等

<排せつ支援加算 (I)>
○ 以下の要件を満たすこと。
イ 排せつに介護を要する入所者等ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看護師
が施設入所時等に評価するとともに、少なくとも六月に一回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出
し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用していること。
ロ イの評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、医師、看護師、
介護支援専門員等が共同して、排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、支援を
継続して実施していること。
ハ イの評価に基づき、少なくとも二月に一回、入所者等ごとに支援計画を見直していること。

<排せつ支援加算 (H)>
排せつ支援加算 (1)の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことにより、要介護状態の
軽減が見込まれる者について、
・ 施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がない
。 又はおむつ使用ありから使用なしに改善していること。

<排せつ支援加算 (III)>
○ 排せつ支援加算 (I)の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことにより、要介護状態の
軽減が見込まれる者について、
・ 施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がない
。 かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。
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